
（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

 

Ⅰ．現状 

（１）地域の災害リスク 

①立地環境・人口等 

北本市は埼玉県の中央部に位置し、面積は19.82㎢、東西に6.4km、南北に6.8kmの広がりを有して

いる。都心から約45km圏に位置しており、周辺は北及び東は鴻巣市、南は桶川市、西は荒川を挟み

吉見町、川島町に接している。 

市域の多くは大宮台地の北西端部にあり、ＪＲ高崎線の東西に市街地が形成されている。台地の東

西には荒川や赤堀川の沖積低地が発達し、高尾・荒井付近には顕著な開析谷を見ることができる。 

本市の地質は、全体的に荒川、元荒川の沖積土か

らなっており、北足立台地に属する台地で自然堆積

したローム土は安定しており比較的大きな強度があ

る。台地と低地の境は、台地の側面が低地側へと下

っている斜面で、台地面と同様に安定した地盤とな

っている場所もあるが、後背地から浸透してくる雨

水や地下水の影響で軟弱土が分布する。また、人為

的に造成されているため、場所によって盛土の厚さ

が異なるように地盤のバランスが悪くなっているこ

とがある。谷底低地は、台地部が小さい河川などに

よって削られて形成された低地で、台地部の間に樹

枝状に分布しており、非常に軟弱な地盤となってい

る。氾濫低地は、荒川流域に広く分布する標高の低

い平坦面である。地下水位が高く、軟弱な粘土やシ

ルトが厚く分布しているため、長期的な沈下（圧密

沈下）が問題になっている場所が多い。 

                             

【人口】 

当市の人口は、昭和 40 年代から 50年代にかけて大幅に増加し、平成 7年からは横ばいの状態が続

いていたが、平成 17 年の 70,126 人をピークにその後は減少し、令和 5年 1月１日の時点では 65,751

人となっている。世帯数は、単独世帯や核家族世帯の増加により、一貫して増加傾向にあり、令和 5

年 1月 1日の時点で 30,308 世帯となっている。 

 

②想定される災害リスク 

【地震】 

過去、当市に大きな被害をもたらした地震および被害状況は以下のとおりである。 

地震名 年月日 ﾏｸﾞﾆ ﾁｭｰﾄﾞ 震源地域 北本市の被害の記録 

関東地震 

（関東大震災） 

1923 年 

(大正 12 年) 

9 月 1 日 

7.9 関東南部 
石戸村では家屋の倒壊はなかった

ものの、死者 1 名が発生した。 

西埼玉地震 

1931 年 

(昭和 6年) 

9 月 21 日 

6.9 
埼玉県 

北部 

中丸村において、半壊家屋が 1

戸、破損した家屋が 6 戸あった。

石戸村では破損した家屋が 187

戸、負傷者 1名が発生した。 



東北地方太平洋

沖地震 

（東日本大震

災） 

2011 年 

（平成 23

年） 

3 月 11 日 

9 三陸沖 

北本市においても、震度 5弱を記

録、長時間の停電や帰宅困難者が

発生し、さらには福島第 1原発に

よる事故の影響を受けた。 

 

（当市で今後発生が予測される地震災害の被害想定） 

埼玉県が想定した 5つの地震による本市の被害想定結果は次表のとおりである。このなかで、本市

に最も大きな被害をもたらすと考えられるのは、「関東平野北西縁断層帯地震」であり、次に大きな

被害をもたらすのは、県が防災対策の対象としている「東京湾北部地震」である。 

 



【水害】 

過去、当市域における主な水害履歴は以下のとおりである。 

年 月 日 要 因 北本市の被害の記録 

1910 年 

（明治 43 年） 

7 月 25 日～27 日 

南東気流による大雨 石戸村で浸水 

1910 年 

（明治 43 年） 

8 月 1 日～16 日 

台風、前線などによる 

大雨 
明治期最大の水害が発生。石戸村で破堤浸水 

1947 年 

（昭和 22 年） 

9 月 14 日～15 日 

カスリーン台風による 

大雨、洪水 

北本宿村で死者 1名、浸水 9 戸、田畑の冠水

117.6 町歩の被害発生 

1999 年 

（平成 11 年） 

8 月 14 日～16 日 

熱帯低気圧による 

大雨 

降雨により朝日地内で浸水 5 戸、水田、畑 

9.5ha の被害発生 

2017 年 

（平成 29 年） 

10 月 23 日～24 日 

台風 

第 21 号による大雨 
降雨により朝日地内で浸水 4 戸 

2019 年 

（令和元年） 

10 月 12 日～13 日 

台風 

第 19 号による大雨 

荒川の水位上昇により高尾地内及び石戸宿地

内で浸水 7戸 

 

（当市で今後発生が予測される水害の被害想定） 

当市では、国土交通省 が平成 28 年に公表した「荒川水系荒川洪水浸水想定区域図（想定最大規

模）」を用いて「北本市洪水（内水）ハザードマップ」の見直しを行った。 荒川について指定・公表

されている洪水浸水想定区域は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【感染症】 

近年、新型コロナウイルスによる感染症が複数発生し、当市でも令和 4年 10月末現在で延べ 8,879

名が感染した。新型インフルエンザはこれまでも世界的に大きな流行を繰り返し、人々の生命・健康

に重要な影響を与えてきた。新型コロナウイルスにおいても（再度）感染症の影響が拡大した場合、

事業の継続に大きな支障をきたす可能性がある。 

 

（２）商工業者の状況 

①事業者数及び小規模事業者数 

 当会地区内における事業所数は 1,957 事業所となっており、従業者数は 19,609 人となっている。 

 

 

 

②事業継続計画（BCP）及び事業継続力強化計画の策定状況 

 当会の調べでは令和 4年 9 月末までにおいて、「事業継続力強化計画」の認定を受けた当市の事業

者数は 5者である。 

事業継続計画（BCP）の策定事業者数については未調査であるが、全体的に低いと推測される。 

 

（３）これまでの取組み 

①北本市の取組み 

災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）の規定に基づき北本市地域防災計画を策定。計画は、

北本市の地域に係る災害に関し、北本市及び防災関係機関がその全機能を有効に発揮し、市民の協力

のもとに災害予防・災害応急対策・災害復旧等の災害対策を実施することにより、住民の生命、身体

及び財産を災害から保護することを目的としている。 

計画は、全 4編（総則、災害予防計画、災害応急対策計画、災害復旧復興計画）及び資料編で構成

され、各種災害対策を実施している。 

・北本市地域防災計画の策定 

・北本市国土強靭化地域計画の策定 

業 種 事業所数 従業者数 

農業、林業 4 34 

建設業 200 1,140 

製造業 158 3,806 

電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 

情報通信業 11 33 

運輸業、郵便業 23 567 

卸売業、小売業 475 4,656 

金融業、保険業 27 399 

不動産業、物品賃貸業 139 499 

学術研究、専門・技術サービス業 70 271 

宿泊業、飲食サービス業 228 2,342 

生活関連サービス業、娯楽業 233 1,171 

教育、学習支援業 87 645 

医療、福祉 200 3,345 

複合サービス事業 7 42 

サービス業（他に分類されないもの） 95 659 

合 計 1,957 19,609 



・北本市新型インフルエンザ等対策行動計画の策定 

・北本市防災マップの作成 

・防災訓練の実施 

・防災備品の備蓄 

・備蓄倉庫の整備 

・災害時における北本市災害用 Twitter ハッシュタグの活用 

・防災行政無線の活用 

 

②当会の取組み 

【周知対応】 

・県等主催等の事業継続計画（BCP）策定セミナーの周知と参加促進  

・事業継続計画（BCP）、事業継続力強化計画に関する各種施策の周知  

【策定対応】 

・事業継続計画、事業継続力強化計画策定セミナーの開催  

【保険対応】 

・ビジネス総合保険（全国商工会連合会）の周知及び加入促進 

・総合火災共済（埼玉県火災共済協同組合）の周知及び加入促進  

【災害時対応】 

・地区内事業者の被災状況収集及び関係機関への報告   

【感染症対応】 

・感染防止対策の周知、対応支援 

・事業者に対する各種補助金、給付金等の情報提供 

・経営指導員等による各種個別相談会の実施 

 

 

Ⅱ．課題  

 当会や地区内事業者の自然災害・感染症リスク対策における課題は次の通りである。 

 

（１）事業者の取組状況に関すること 

①小規模事業者においては、災害リスクへの認識や災害時における情報収集手段、避難場所、事業者 

の責務等、事業継続に関する知識が充分ではない。 

②防災や減災の取り組みを図る事業継続計画（BCP）および事業継続力強化計画を策定している事業 

者は一部に限られている。 

 

（２）商工会の支援体制に関すること 

①事業継続計画（BCP）、事業継続力強化計画の策定支援に対する取り組みは、国や県の施策普及の広 

報周知活動にとどまっており、事前対応の活動が十分とはいえない。 

②職員の災害に関する平時・緊急時の対応（各種損害保険や BCP 作成支援等）を推進するノウハウや 

スキルが不足している。 

③職員間で情報や責任共有が十分に浸透しておらず、実際の災害発生時に機能しない懸念がある。 

 

（３）外部との連携に関すること（行政・損害保険会社等） 

①被災からの早期の復旧・復興を行い、経済的被害を最小限にとどめるためには、当会と北本市の間 

における緊急時のより具体的な取組みや協力体制等の構築が必要である。 

②災害時対応やリスク軽減対策のための BCP 策定・保険等の加入促進に対する助言を行える職員が 

 不足しているため、県や外部機関とも連携した支援を強化する必要がある。 

 

 



（４）感染症対策に関すること 

①地区内事業者に対して予防接種の推奨、手洗いの徹底、出社のルール作り、感染拡大時に備えたマ 

スクや消毒液等の衛生品の備蓄、リスクファイナンス対策としての保険の周知など状況に応じた 

支援を強化する必要がある。 

 

 

Ⅲ．目標 

目標は次の 4項目とする。 

北本市地域防災計画を踏まえた当会の事業継続力強化支援計画を策定し、北本市と北本市商工会

が一体となり、地区内事業者の自然災害等に対する事前対策や発生後の速やかな復旧を目指した取

り組みを実施する。 

 

（１）事業継続力強化面での目標  

①地区内事業者に対し、災害リスクや感染症等リスクを認識させ、BCP 策定の必要性を周知する。  

②地区内事業者に対し、「事業継続計画（BCP）」「事業継続力強化計画」策定の支援を行う。  

③BCP の策定支援を行った地区内事業者に対しフォローアップを行い、環境の変化に応じて計画の 

PDCA サイクルを回す。 

 

  （事業継続力強化計画・事業継続計画を通じた目標）   

  ①意識向上と被害発生時における迅速な対応行動の実現   

  ②自然災害等における事業縮小や倒産のリスクの軽減   

  ③従業員が安心して働ける環境づくり   

  ④顧客や市場からの企業的・社会的な信用の獲得   

 
 

 
  

  （事業継続計画）   

    ①優先して継続・復旧を行う中核事業の特定   

    ②緊急時における中核事業の復旧目標時間の設定   

    ③事業継続に向けた設備・仕入品等の代替策の準備   

    ④従業員・顧客と事業継続に向けたプロセスの明確化    

  （事業継続力強化計画）   

     ①災害等のリスク対応に取り組む必要性の認識   

     ②事業活動に影響を与える自然災害等の想定   

     ③安全確保、防災、復旧に向けた事前対策の抽出   

     ④迅速な初動対応体制の整備、訓練・教育の実施   

 

 

（２）災害発災・発生後の被害状況の把握や応急復旧活動面での目標  

①災害発生時における連絡体制を円滑に行うため、当会と北本市との間における被害情報確認・報告 

ルートを構築する。  

②災害発生後速やかな復興支援策が行えるよう、組織内における体制、その他の関係機関（埼玉県商 

 工会連合会、埼玉県火災共済連合会、損害保険会社）との連携体制を平時から構築する。 

 

（３）感染症発生時の被害状況の把握や感染拡大防止面での目標  

①感染症の国内感染拡大期、地区内感染拡大期には速やかに拡大防止措置を行えるよう、組織内にお 

ける連絡・支援体制、関係機関との連携体制を平時から構築する。 

 

 



（４）当会における支援体制面での目標 

①各種研修会に当会職員を派遣し、各種損害保険や事業継続計画（BCP）・事業継続力強化計画の策定 

等を推進するための知識やノウハウの習得を通じて資質の向上を図る。 

②当会策定の「事業継続計画（BCP）」の全職員での共有と計画に基づく行動確認や訓練を実施する。 

③当会が果たすべき役割や行動計画を災害発生直後、災害発生後、復旧に向けた時期に分けて整理 

し、対応事項や手順などを危機管理マニュアルとして作成し、災害発生時の早期業務復旧の体制作 

りを行う。 

 

※その他 

・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに埼玉県に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

 

Ⅰ．事業継続力強化支援事業の実施期間（令和５年１０月１日～令和１０年３月３１日） 

 

Ⅱ．事業継続力強化支援事業の内容 

 

１． 事前の対策  

（１）小規模事業者に対する災害リスクの周知及び計画策定支援  

①小規模事業者のリスク把握・周知  

・当会職員による巡回や窓口指導時に北本市ハザードマップ等を用いて、事業所立地場所の自然災害 

等の発生リスク及びその影響を軽減するための取組や対策について説明する。  

②リスク対策の広報周知 

・リスクファイナンス対策として、リスク軽減のための損害保険等（自然災害の損害補償や感染症特 

約付き休業補償など）の概要等を紹介する。 

③事業継続計画・事業継続力強化計画の策定支援 

・専門家を招聘し、「事業継続計画（BCP）」、中小企業等経営力強化法に基づく「事業継続力強化計画」 

の策定に関するセミナーや個別相談会を開催する。 

・セミナーや個別相談会に出席した地区内事業者に対して専門家を派遣し、「事業継続計画（BCP）」 

「事業継続力強化計画」の策定に向けた支援を行う。  

④感染症リスクへの対策・環境整備支援 

・業種別ガイドラインに基づき、感染拡大防止策等について事業者への周知を行うとともに感染症対 

策に繋がる支援を実施する。  

・事業者へマスクや消毒液等の一定量の備蓄、オフィス内換気設備の設置、ITやテレワーク環境を 

整備するための情報や支援策等を提供する。 

・当会においても Web 会議や交代勤務（在宅勤務）の導入に向けて、必要な機器や通信環境等を整 

備する。 

⑤当会職員の支援スキルの向上 

・事業者の BCP 策定支援、保険や共済の重要性について助言する知識やノウハウの向上を図るため、 

各種研修会へ当会職員を派遣する。  

⑥防災備品の備蓄 

・自然災害等による被害に備えて、可能な範囲内で防災備品や食料等を購入し、備蓄する。 

・同様に感染症の対策用品（消毒液やマスク等）を購入し、備蓄する。 

 

（２）商工会自身の事業継続計画の作成  

令和 8年 3月までに当会の「事業継続計画（BCP）」を策定する。 

 

（３）行政・関係団体等との連携  

①損害保険会社等と連携し、地区内事業者を対象に災害リスクに備えた損害保険制度の説明会や個 

別相談会を開催する。  

②当会と北本市の行政懇談会や埼玉県商工会連合会、県央地域商工団体連絡会議での会合時などに 

各機関の取組状況等の情報交換を行い、効果的な支援策等を習得し、取り入れを図る。 

 

（４）フォローアップ  

①地区内事業者の事業継続計画（BCP）及び事業継続力強化計画の進捗について、当会職員が巡回や 

窓口等で確認し、改善や見直しが必要な場合には専門家を交えるなどしてフォローを行う。 

 

 



（５）当該計画に係る訓練の実施  

①地震等の自然災害発生を想定して、当会と北本市産業観光課との連絡ルートが迅速に機能するか 

の確認を行う。  

②当会職員の安否確認、避難訓練の他、地区内事業者の被害状況の確認などの訓練を行う。 

③災害や感染症等の影響により、当会職員の欠勤が起こりうるため、全職員の多能工化やデータによ 

る可視化を推進する。 

 

２． 発生後の対策 

自然災害等の発生時には、自分自身の安全確保を第一とする。身の安全が確保された上で、人命救

助を最優先に取り組み、続いて下記の手順により地区内の被害状況を把握し、関係機関へ連絡・情報

共有を行う。 

 

（１）応急対策の実施可否の確認 

①発災後直ちに LINE ワークス及び商工会災害システムを活用して、職員の安否確認及び被害状況の 

把握を行う。その際には、家族の安否確認も行うほか、業務従事の可否、大まかな被害状況（家屋 

被害や道路状況等）を情報収集し、埼玉県商工会連合会に報告する。 

②国内感染症発生後には、職員の体調確認を行うとともに、備品の消毒、職員の手洗いやうがい等の 

徹底を行う。 

③感染症流行や、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 32 条に基づき、政府による「緊急事態宣 

言」が出た場合は、埼玉県の対処方針に基づき当会による感染症対策を行う。 

 

（２）応急対策の方針決定 

【大規模自然災害】 

①被害状況や被害規模に応じた応急対策の方針を決める。 

②地震、火災、暴風 、豪雨等による被害が発生し、命の危険を感じると職員自身が判断した場合は、 

出勤せず職員自身がまず安全確保を行い、警報解除後に安全確認を行った上で出勤する。 

③職員全員が被災するなど応急対策ができない場合は、埼玉県商工会連合会にも応援要請をして役 

割分担を決める。 

④大まかな被害状況を速やかに確認し、その状況を北本市および埼玉県商工会連合会等の関係機関 

と速やかに情報共有を行い、以下の応急対策を実施する。 

 

（被害規模の目安は以下を想定） 

被害規模 被害の状況 応急対策の方針 

大規模な被害が

ある 

・地区内 10%程度の事業所で、「瓦が飛 

ぶ」、「窓ガラスが割れる」等、比較的軽 

微な被害が発生している。 

・地区内 1%程度の事業所で、「床上浸水」、 

「建物の全壊・半壊」等、大きな被害が 

発生している。 

・被害が見込まれる地域において連絡が取 

れない、もしくは、交通網が遮断されて 

おり、確認ができない。 

・自身の安全を確保 

・地域被災者の人命救助への協力 

・被害状況の把握および報告 

・（特別）相談窓口の設置および 

応急支援業務の実施 



被害がある 

・地区内 1%程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、 

「窓ガラスが割れる」等、比較的軽微な 

被害が発生している。 

・地区内 0.1%程度の事業所で、「床上浸 

水」、「建物の全壊・半壊」等、大きな被 

害が発生している。 

・被害状況の把握および報告 

・地域災害対策への協力 

・（特別）相談窓口の設置および 

応急支援業務の実施 

ほぼ被害はない ・目立った被害の情報がない。 ・特別な対応なし 

 ※なお、連絡が取れない区域については、大規模な被害が生じているものと考える。 

 

⑤北本市及び埼玉県商工会連合会に以下の間隔で被害状況等を報告する。 

時期 交換頻度 

発生後～２週間 1 日に 1回程度共有する。 ※必要に応じて追加する 

３週間～１ヶ月 1 週間に 2回程度共有する。 

１ヶ月以降 新たな被害が判明した時点で共有する。 

  ※連絡は、電話・FAX・メール、携帯等を用いて行う。ただし、通常の連絡手段が使えない場合に 

は当会が市役所を訪問し、直接被害情報等を報告する。 

  ※埼玉県商工会連合会等の関係機関には、適時被害状況等を報告する。報告には全国商工会連合 

会の商工会災害システムも活用する。 

 

【脅威となる感染症】 

①「北本市新型インフルエンザ等対策行動計画」を踏まえ、必要な情報の把握と発信を行うとともに、 

交代勤務（在宅勤務）を導入するなど体制維持に向けた対策を実施する。 

②当会職員のいずれかが感染した場合は、保健所や県等の指示に従うものとし、場合によっては事務 

所を閉鎖する。 

③職員全員が感染するなど応急対策ができない場合は、埼玉県商工会連合会にも応援要請をして役 

割分担を決める。 

 

（３）発災時における指示命令系統・連絡体制 

①自然災害等発生時に、地区内事業者の被害情報の迅速な報告及び指揮命令を円滑に行うことがで 

きる仕組みを構築する。 

（当会から見た連絡ルート） 

埼玉県 
    

     関東経済産業局 

  

 

 

      

埼玉県商工会連合会   北本市役所 

  

 
 

  

  

  

  北本市商工会   

 

②北本市からの要請等に基づき、被災地域において二次被害を防止するための諸活動を実施する。 

③被害状況の確認方法や被害額（合計、建物、設備、商品等）の算定方法について、あらかじめ設定

しておく。なお、国や県から指示があった場合は、その指示に基づいて算定する。 



④当会が収集した情報を埼玉県が指定する方法にて埼玉県商工会連合会・埼玉県に報告する。 

⑤感染症流行の場合、国や都道府県等からの情報や方針に基づき、埼玉県商工会連合会・埼玉県に報

告する。 

 

（４）応急対策時の地区内事業者に対する支援 

①状況に応じて、当会は相談窓口または特別相談窓口を設置する。 

②相談窓口または特別相談窓口は、安全性が確認された場所に設置する。 

③相談窓口・特別相談窓口においては、金融支援、共済・保険手続き支援、労務支援、税務支援、被

災事業者施策支援、支援策要望を優先的に実施する。 

④地区内事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

⑤応急時に有効な被災事業者施策（国、県、市等の施策）について、地区内事業者等へ周知及び説明

を行う。 

⑥感染症の場合、事業活動に影響を受ける、またはその恐れがある地区内事業者を対象とした支援策

の提供や相談窓口の開設等を行う。 

 

（５）地区内事業者に対する復興支援 

①国・埼玉県の方針に従って、復旧・復興支援の方針を決め、被災事業者に対して支援を行う。 

②被災事業者に各種支援制度、保険金請求、税の減免申請、融資などの手続きを受ける場合に必要な

「罹災証明書」について周知し、取得を促す。 

③被害規模が大きく、当会職員だけでは対応が困難な場合には、他の地域からの応援派遣等を埼玉県

商工会連合会等に相談する。 

④事業再建計画の策定を支援する。 

 

※その他 

・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに埼玉県に報告する。 

 

 

＜参考文献および資料＞ 

・北本市地域防災計画 

・平成 28年「経済センサス」活動調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（2023 年 1 月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の

事業継続力強化支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営

指導員の関与体制 等） 

 

          

 

北本市商工会 

事務局長 

 
北本市役所 

市民経済部長 

    

      

      

      

            

            

 
北本市商工会 

（本部） 

法定経営指導員 

 
北本市役所 

産業観光課 

 
北本市役所 

くらし安全課 

 

      
    

    

          

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営

指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

  経営指導員 田口 裕子 

斉藤 伸吾 

正田 博司（連絡先は後述（３）①参照） 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度等） 

※以下に関する必要な情報の提供及び助言等を行う 

・本計画の具体的な取組の企画や実行 

・本計画に基づく進捗確認、見直し等フォローアップ（１年に１回以上） 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

 北本市商工会 

 〒364-0002  埼玉県北本市宮内 7-148 

 TEL：048-591-4461 /  FAX：048-591-4043 

 E-mail：info@kitamoto-sci.jp 

 

②関係市町村 

 北本市役所 産業観光課 

 〒364-8633  埼玉県北本市本町 1-111 

 TEL：048-594-5530 /  FAX：048-592-5997 

 E-mail：a03100@city.kitamoto.lg.jp 



（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

必要な資金の額 250 250 250 250 250 

 

・専門家派遣費 

・セミナー開催費 

・周知活動費 

 

100 

100 

50 

 

100 

100 

50 

 

100 

100 

50 

 

100 

100 

50 

 

100 

100 

50 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、北本市補助金、埼玉県補助金、事業収入 等 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携

して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


